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正会員の財務状況等に関する届出書 

 

 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する規則

第10条第１項第17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

 

 

１．委託会社等の概況 

(１)資本金の額 

 資本金の額：20億円（平成27年11月末現在） 

 会社が発行する株式総数：12,800,000株 

 発行済株式総数：3,850,000株 

 最近５年間における主な資本金の額の増減：該当事項はありません。 

 

(２)会社の機構 

 会社は、８名以内で構成される取締役により運営されます。取締役は、株主総会の決議によって選任され

ます。取締役の選任は、議決権を行使することができる総株主の議決権の３分の２以上を有する株主が出席

し、議決権を行使することができる総株主の議決権の３分の２以上をもってこれを行います。 

 取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までとします。補欠として選任された取締役の任期は、前任取締役の任期の満了する時までとします。 

 取締役会は、取締役会の決議によって取締役の中から取締役社長、取締役副社長各１名、専務取締役およ

び常務取締役若干名を選定することができます。また代表取締役は２名とし、取締役社長および取締役副社

長がこれに就任します。ただし、取締役副社長を置かない場合、専務取締役から代表取締役１名を選定する

ことができます。 



 取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、代表取締役が招集し、招集通知は３日前までにこれを

発します。ただし、緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができます。 

 取締役会は、法令または定款に定める事項の他、業務執行に関する重要事項を決定します。その決議は、

取締役の６名以上が出席し、その出席取締役の過半数をもって行います。 
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２．事業の内容及び営業の概況 

委託会社は、株式会社住友銀行（現株式会社三井住友フィナンシャルグループ）および大和證券株式会社

（現株式会社大和証券グループ本社）の戦略的提携により平成11年４月１日付で、大和投資顧問株式会社と

住銀投資顧問株式会社およびエス・ビー・アイ・エム投信株式会社の三社が合併して設立された会社です。 

 

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託の設

定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行ってい

ます。また、「金融商品取引法」に定める投資助言業務を行っています。 

 

平成27年 11月末現在、委託会社が運用の指図を行っている投資信託の総ファンド数は、311 本であり、

その純資産総額は、約3,592,258百万円です（なお、親投資信託112本は、ファンド数及び純資産総額から

は除いております。）。 

 

   種類 ファンド数 純資産総額 

  
単位型株式投資信託 28 195,192百万円

 
追加型株式投資信託 261 3,252,724百万円

 
単位型公社債投資信託 22 144,342百万円

  合計 311 3,592,258百万円

 

３．委託会社等の経理状況 

１．委託会社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令第

59号。）並びに同規則第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年８月６

日内閣府令第52号。）により作成しております。 

また、委託会社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52

年大蔵省令第38号。）並びに同規則第38条及び第57条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内

閣府令」（平成19年内閣府令第52号。）により作成しております。 

 

２．財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

３．委託会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第43期事業年度（平成26年４月１

日から平成27年３月31日まで）の財務諸表及び、第44期中間会計期間（平成27年４月１日から平成

27年９月30日まで）の中間財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による監査を受けております。 

 

 

 

 

 

 



（１）貸借対照表                                    （単位：千円） 

  
第42期 第43期 

  
（平成26年3月31日） （平成27年3月31日） 

資産の部 
 

流動資産 
 

現金・預金 
 

17,588,077 19,107,074

前払費用 
 

149,868 198,366

未収委託者報酬 
 

2,410,896 3,278,499

未収運用受託報酬 
 

895,204 1,001,357

未収収益 
 

15,769 15,862

繰延税金資産 
 

490,240 559,646

その他 
 

13,019 7,378

流動資産計 
 

21,563,076 24,168,184

固定資産 
 

有形固定資産 
 

建物 ※1 162,431 135,473

器具備品 ※1 68,912 48,230

土地 
 

710 710

リース資産 ※1 9,490 6,166

有形固定資産計 
 

241,544 190,580

無形固定資産 
 

ソフトウエア 
 

173,597 105,376

ソフトウエア仮勘定 
 

3,150 -

電話加入権 
 

12,706 12,706

無形固定資産計 
 

189,454 118,082

投資その他の資産 
 

投資有価証券 
 

5,381,370 5,298,347

関係会社株式 
 

1,169,774 1,169,774

従業員長期貸付金 
 

2,299 3,738

長期差入保証金 
 

511,366 510,636

出資金 
 

132,660 82,660

繰延税金資産 
 

611,818 561,097

その他 
 

2,209 2,190



貸倒引当金 
 

△70,650 △20,750

投資その他の資産計 
 

7,740,848 7,607,693

固定資産計 
 

8,171,846 7,916,356

資産合計  29,734,923 32,084,541

 

 

(単位：千円)

  
第42期 第43期 

  
（平成26年3月31日） （平成27年3月31日） 

負債の部 
 

流動負債 
 

リース債務 
 

3,558 3,042

未払金 
 

39,085 53,907

未払手数料 
 

1,109,332 1,519,563

未払費用 
 

1,020,908 1,178,272

未払法人税等 
 

1,316,049 1,515,891

未払消費税等 
 

118,950 620,431

賞与引当金 
 

955,000 1,220,900

役員賞与引当金 
 

80,000 87,600

その他 
 

21,473 29,244

流動負債計 
 

4,664,357 6,228,853

固定負債 
 

リース債務 
 

6,569 3,527

退職給付引当金 
 

1,391,001 1,459,244

役員退職慰労引当金 
 

116,430 148,160

固定負債計 
 

1,514,000 1,610,931

負債合計 
 

6,178,358 7,839,785

 



 

(単位：千円)

  
第42期 第43期 

  
（平成26年3月31日） （平成27年3月31日） 

純資産の部 
 

株主資本 
 

資本金 
 

2,000,000 2,000,000

資本剰余金 
 

資本準備金 
 

156,268 156,268

資本剰余金合計 
 

156,268 156,268

利益剰余金 
 

利益準備金 
 

343,731 343,731

その他利益剰余金 
 

別途積立金 
 

1,100,000 1,100,000

繰越利益剰余金 
 

19,953,563 20,569,363

利益剰余金合計 
 

21,397,294 22,013,094

株主資本合計 
 

23,553,563 24,169,363

評価・換算差額等 
 

その他有価証券評価差額金 
 

3,001 75,392

評価・換算差額等合計 
 

3,001 75,392

純資産合計 
 

23,556,565 24,244,756

負債純資産合計 
 

29,734,923 32,084,541

 



（２）損益計算書                                    （単位：千円） 

  第42期 

（自 平成25年4月1日 

   至 平成26年3月31日）

第43期 

（自 平成26年4月1日 

   至 平成27年3月31日）
  

営業収益 
 

運用受託報酬 
 

3,557,574 3,613,731

委託者報酬 
 

27,766,163 30,077,141

その他営業収益 
 

69,161 54,133

営業収益計 
 

31,392,899 33,745,007

営業費用 
 

支払手数料 
 

13,355,205 14,599,540

広告宣伝費 
 

204,927 172,450

公告費 
 

269 -

調査費 
 

  調査費 
 

1,191,119 1,225,517

委託調査費 
 

3,772,225 3,858,570

委託計算費 
 

145,854 166,866

営業雑経費 
 

通信費 
 

35,588 35,132

印刷費 
 

495,807 465,810

協会費 
 

26,478 23,810

諸会費 
 

2,206 2,207

その他 
 

34,597 48,630

営業費用計 
 

19,264,279 20,598,538

一般管理費 
 

給料 
 

役員報酬 
 

201,630 201,630

給料・手当 
 

2,983,202 2,893,443

賞与 
 

92,691 99,464

退職金 
 

5,583 4,787

福利厚生費 
 

614,668 644,228

交際費 
 

19,862 17,830

旅費交通費 
 

167,353 149,324

租税公課 
 

74,265 91,224



不動産賃借料 
 

618,978 627,983

退職給付費用 
 

222,235 225,474

固定資産減価償却費 
 

77,093 58,879

賞与引当金繰入額 
 

939,093 1,174,402

役員退職慰労引当金繰入額 
 

38,530 38,530

役員賞与引当金繰入額 
 

87,400 86,300

諸経費 
 

290,905 250,480

一般管理費計 
 

6,433,492 6,563,983

営業利益 
 

5,695,126 6,582,484

営業外収益 
 

受取配当金 
 

34,957 18,215

受取利息 
 

3,291 3,072

投資有価証券売却益 
 

68,331 71,459

為替差益 
 

1,706 397

その他 
 

11,918 12,418

営業外収益計 
 

 120,205  105,563

営業外費用 
 

投資有価証券売却損 
 

23,470 764

営業外費用計 
 

 23,470  764

経常利益 
 

5,791,861 6,687,284

特別利益 
 

ゴルフ会員権売却益 
 

－ 400

 特別利益計 
 

－ 400

特別損失 
 

固定資産除却損 
 

1,884 95

割増退職金 
 

－ 7,785

特別損失計 
 

1,884 7,881

税引前当期純利益 
 

5,789,977 6,679,803

法人税、住民税及び事業税 
 

2,321,531 2,602,339

法人税等調整額 
 

△49,846 △53,385

法人税等合計 
 

2,271,684 2,548,953

当期純利益 
 

3,518,293 4,130,849

 

 



（３）株主資本等変動計算書  

第42期 （自 平成25年4月1日 至 平成26年3月31日）                    （単位：千円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金
資本剰余金

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

別途積立金 繰越利益剰余金

当期期首残高 2,000,000 156,268 156,268 343,731 1,100,000 19,981,120

当期変動額       

 剰余金の配当      △3,545,850

 当期純利益      3,518,293

 株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額） 

      

当期変動額合計      △27,556

当期末残高 2,000,000 156,268 156,268 343,731 1,100,000 19,953,563

 

 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
利益剰余金 

株主資本合計 
その他有価証

券評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 
利益剰余金 

合計 

当期期首残高 21,424,851 23,581,120 59,183 59,183 23,640,304

当期変動額      

 剰余金の配当 △3,545,850 △3,545,850   △3,545,850

 当期純利益 3,518,293 3,518,293   3,518,293

 株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額） 

  

△56,182 △56,182 △56,182

当期変動額合計 △27,556 △27,556 △56,182 △56,182 △83,739

当期末残高 21,397,294 23,553,563 3,001 3,001 23,556,565

 

  第43期 （自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日）                                      （単位：千円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金
資本剰余金

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

別途積立金 繰越利益剰余金

当期期首残高 2,000,000 156,268 156,268 343,731 1,100,000 19,953,563

当期変動額       

 剰余金の配当      △3,515,050

 当期純利益      4,130,849

 株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額） 

      

当期変動額合計      615,799

当期末残高 2,000,000 156,268 156,268 343,731 1,100,000 20,569,363

 



 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
利益剰余金 

株主資本合計 
その他有価証

券評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 
利益剰余金 

合計 

当期期首残高 21,397,294 23,553,563 3,001 3,001 23,556,565

当期変動額      

 剰余金の配当 △3,515,050 △3,515,050   △3,515,050

 当期純利益 4,130,849 4,130,849   4,130,849

 株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額） 

  

72,391 72,391 72,391

当期変動額合計 615,799 615,799 72,391 72,391 688,190

当期末残高 22,013,094 24,169,363 75,392 75,392 24,244,756

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注記事項 

重要な会計方針 

1.有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法を採用しております。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は総平均法により算出し、評価差額は全部純資産直入法 

により処理しております。）を採用しております。 

時価のないもの 

総平均法による原価法を採用しております。 

2.固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

    定率法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  建物     15～30年 

  器具備品    4～15年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法を採用しております。 

  なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によって 

  おります。 

(3) リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

3.引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の 

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 

役員賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、社内規定に基づく当事業年度末の要支給額を計上しております。 

これは、当社の退職金は、将来の昇給等による給付額の変動がなく、貢献度、能力及び実績に応じて、 

各事業年度ごとに各人別に勤務費用が確定するためです。 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当事業年度末の要支給額を計上して 

おります。 

4.その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

 

 



 表示方法の変更 

（貸借対照表関係） 

 前事業年度において、「流動負債」の「未払金」に含めていた「未払消費税等」は、金額的重要性が増した 

ため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度 

の財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」の「未払金」に表示していた158,035千円は、「未

払金」39,085千円、「未払消費税等」118,950千円として組み替えております。 

 

 

（貸借対照表関係） 

第42期 

（平成26年3月31日） 

第43期 

（平成27年3月31日） 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

  建物             389,326千円 

  器具備品           282,257千円 

  リース資産          10,890千円  

2.保証債務 

    被保証者           従業員 

  被保証債務の内容       住宅ローン 

  金額             11,273千円 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

  建物             416,284千円 

  器具備品           241,990千円 

  リース資産          10,452千円  

2.保証債務 

    被保証者           従業員 

  被保証債務の内容       住宅ローン 

  金額              7,139千円 

 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

 第42期（自 平成25年4月1日 至 平成26年3月31日） 

 1.発行済株式に関する事項                               （単位：千株） 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 3,850 － － 3,850

合  計 3,850 － － 3,850

 

 2.配当に関する事項 

  （1）配当金支払額  

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成25年6月24日 

定時株主総会 
普通株式 3,545,850 921 平成25年3月31日 平成25年6月25日

  

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 
株式の

種類 

配当金 

の総額 

（千円）

配当の 

原資 

１株当た

り配当額

（円） 

基準日 効力発生日 

平成26年6月24日 

定時株主総会 

普通 

株式 
3,515,050

利益 

剰余金 
913 平成26年3月31日 平成26年6月25日

 

 

 



 第43期（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日） 

 1.発行済株式に関する事項                               （単位：千株） 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 3,850 － － 3,850

合  計 3,850 － － 3,850

 

 2.配当に関する事項 

 （1）配当金支払額  

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成26年6月24日 

定時株主総会 
普通株式 3,515,050 913 平成26年3月31日 平成26年6月25日 

  

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   決議 
株式の

種類 

配当金 

の総額 

（千円）

配当の 

原資 

１株当た

り配当額

（円） 

基準日 効力発生日 

平成27年6月24日 

定時株主総会 

普通 

株式 
2,063,600

利益 

剰余金 
536 平成27年3月31日 平成27年6月25日

 

 

(金融商品関係) 

  1.金融商品の状況に関する事項 

 （1）金融商品に対する取組方針 

    当社は、投資運用業及び投資助言・代理業などの資産運用事業を行っております。余裕資金は安全で 

  流動性の高い金融資産で運用し、銀行からの借入や社債の発行はありません。 

    安全性の高い金融商品での短期的な運用の他に、自社ファンドの設定に自己資本を投入しております。 

その自己設定投信は、事業推進目的で保有しており、設定、解約又は償還に関しては、社内規定に従 

っております。 

  （2）金融商品の内容及びそのリスク 

    主たる営業債権は、投資運用業等より発生する未収委託者報酬、未収運用受託報酬であります。 

これらの債権は、全て１年以内の債権であり、そのほとんどが信託財産の中から支払われるため、回 

 収不能となるリスクは極めて軽微であります。 

      投資有価証券は、その大半が事業推進目的で設定した投資信託であり、価格変動リスク及び為替変動 

リスクに晒されております。 

    未払手数料は、投資信託の販売に係る支払手数料であります。また、未払費用は、投資信託の運用に 

係る再委託手数料であります。 

    これらの債務は、全て１年以内の債務であります。 

 

  （3）金融商品に係るリスク管理体制 

   ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

    当社は、社内規定に従って取引先を選定し、担当部門で取引先の状況を定期的にモニタリングし、財務 

状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

 

   ②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 



    当社は、投資有価証券の一部を除いて、資金決済のほとんどを自国通貨で行っているため、為替の変動 

リスクは極めて限定的であります。 

    投資有価証券のうち自己設定投信については、その残高及び損益状況等を定期的に経営会議に報告して 

おります。 

    また、デリバティブ取引についても行っておりません。 

 

   ③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

    当社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、社内規定に従って手元流動性を維持することに 

より、流動性リスクを管理しております。 

 

 

  2.金融商品の時価等に関する事項 

   貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ 

とが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません（(注2)を参照ください）。 

  

第42期（平成26年3月31日）                           (単位：千円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（1）現金・預金 17,588,077 17,588,077 － 

（2）未収委託者報酬 2,410,896 2,410,896 － 

（3）未収運用受託報酬 895,204 895,204 － 

（4）投資有価証券  

   その他有価証券 5,330,234 5,330,234 － 

資産計 26,224,413 26,224,413 － 

（1）未払手数料 1,109,332 1,109,332 － 

（2）未払費用（*1） 752,915 752,915 － 

 負債計 1,862,248 1,862,248 － 

    （*1）金融商品に該当するものを表示しております。 

 

第43期（平成27年3月31日）                         (単位：千円)  

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（1）現金・預金 19,107,074 19,107,074 － 

（2）未収委託者報酬 3,278,499 3,278,499 － 

（3）未収運用受託報酬 1,001,357 1,001,357 － 

（4）投資有価証券  

   その他有価証券 5,247,212 5,247,212 － 

資産計 28,634,143 28,634,143 － 

（1）未払手数料 1,519,563 1,519,563 － 

（2）未払費用（*1） 926,569 926,569 － 

 負債計 2,446,132 2,446,132 － 

（*1）金融商品に該当するものを表示しております。 

 

(注1)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

 資産 

  （1）現金・預金、（2）未収委託者報酬、及び（3）未収運用受託報酬 

     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に 



よっております。 

  （4）投資有価証券 

     投資信託であり、公表されている基準価額によっております。また、保有目的ごとの有価証券に 

関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。 

      

  負債 

 （1）未払手数料、及び（2）未払費用 

     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に 

よっております。 

 

(注2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額 

                                                             （単位：千円） 

区分 第42期（平成26年3月31日） 第43期（平成27年3月31日） 

（1）その他有価証券  

  非上場株式  51,135  51,135 

（2）子会社株式  

  非上場株式 1,169,774 1,169,774 

（3）長期差入保証金 511,366 510,636 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから 

時価開示の対象としておりません。このため、（1）その他有価証券の非上場株式については 

2.（4）投資有価証券には含めておりません。 

 

(注3)金銭債権及び満期がある有価証券の決算日以後の償還予定額 

     第42期（平成26年3月31日）                              （単位：千円） 

 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 

現金・預金 17,588,077 － － － 

未収委託者報酬 2,410,896 － － － 

未収運用受託報酬 895,204 － － － 

投資有価証券  

その他有価証券の 

うち満期があるもの 1,141,800 1,960,844 1,113,993 － 

    合計 22,035,978 1,960,844 1,113,993 － 

  

     第43期（平成27年3月31日）                                           （単位：千円） 

 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 

現金・預金 19,107,074 － － － 

未収委託者報酬 3,278,499 － － － 

未収運用受託報酬 1,001,357 － － － 

投資有価証券  

その他有価証券の 

うち満期のあるもの 428,800 2,113,200 149,744 － 

    合計 23,815,730 2,113,200 149,744 － 

 

 

 



（有価証券関係） 

  1.子会社株式 

   第42期（平成26年3月31日） 

    子会社株式（貸借対照表計上額、関係会社株式 1,169,774千円）は、市場価格がなく、時価を把握する 

ことが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

 

第43期（平成27年3月31日） 

子会社株式（貸借対照表計上額、関係会社株式 1,169,774千円）は、市場価格がなく、時価を把握する 

ことが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  

  2.その他有価証券  

第42期（平成26年3月31日）                               （単位:千円） 

区分 貸借対照表計上額 取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

その他 

証券投資信託の受益証券 3,171,477 3,105,800 65,677

小計 3,171,477 3,105,800 65,677

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

その他 

証券投資信託の受益証券 2,158,757 2,219,774 △61,017

小計 2,158,757 2,219,774 △61,017

合計 5,330,234 5,325,574 4,660

  （注）非上場株式（貸借対照表計上額 51,135千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが 

極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

 

   第43期（平成27年3月31日）                              （単位:千円） 

区分 貸借対照表計上額 取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

その他 

証券投資信託の受益証券 3,086,552 2,925,460 161,092

小計 3,086,552 2,925,460 161,092

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

その他 

証券投資信託の受益証券 2,160,660 2,210,000 △49,340

小計 2,160,660 2,210,000 △49,340

合計 5,247,212 5,135,460 111,752

  （注）非上場株式（貸借対照表計上額 51,135千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが 

極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

     

 

 



  3.当事業年度中に売却したその他有価証券 

第42期（自 平成25年4月1日 至 平成26年3月31日） 

                                               （単位:千円） 

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

その他 2,506,861 68,331 23,470

 

第43期（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日） 

                                                 （単位:千円） 

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

その他 2,494,198 71,459 764

 

 

（退職給付関係） 

    1.採用している退職給付制度の概要 

     当社は、退職金規程に基づく退職一時金制度のほか、確定拠出年金制度を採用しております。 

     なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算 

    しております。 

 

   2.簡便法を適用した確定給付制度 

  （1）簡便法を採用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

                                                                  （単位：千円） 

 

第42期 

（自 平成25年4月1日 

     至 平成26年3月31日）

第43期 

（自 平成26年4月1日 

     至 平成27年3月31日）

 退職給付引当金の期首残高 1,268,146 1,391,001

  退職給付費用 162,502 162,604

  退職給付の支払額 △76,988 △122,316

  その他 37,340 27,955

 退職給付引当金の期末残高 1,391,001 1,459,244

    （注）その他は、転籍者の退職給付引当金受入れ額であります。 

 

  （2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

                                                                                   （単位：千円） 

 
第42期 

（平成26年3月31日） 

第43期 

（平成27年3月31日） 

積立型制度の退職給付債務 － －

 年金資産  －  －

 － －

非積立型制度の退職給付債務 1,391,001 1,459,244

 貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,391,001 1,459,244

  

 退職給付引当金 1,391,001 1,459,244

 貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,391,001 1,459,244

 

 



  （3）退職給付費用 

    簡便法で計算した退職給付費用  第42期 162,502千円  第43期 162,604千円 

 

  3.確定拠出制度 

   当社の確定拠出制度への要拠出額は、第42期は59,733千円、第43期は62,870千円であります。 

   

 

（税効果会計関係） 

  1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳   

                                                 (単位：千円) 

 
第42期 

（平成26年3月31日） 

第43期 

（平成27年3月31日） 

(1)流動資産   

繰延税金資産   

     未払事業税 89,569 107,110 

賞与引当金 339,980 404,117 

     社会保険料 33,038 33,528 

未払事業所税 4,961 4,550 

     その他 22,690 19,871 

 繰延税金資産合計 490,240 569,179 

  

繰延税金負債  

    その他有価証券評価差額金 - △ 9,532 

  繰延税金負債合計 - △ 9,532 

  繰延税金資産の純額   490,240   559,646 

  

(2)固定資産  

 繰延税金資産  

退職給付引当金 495,196 471,999 

投資有価証券 2,469 2,243 

ゴルフ会員権 32,333 11,618 

役員退職慰労引当金 41,449 48,561 

その他 76,831 67,362 

繰延税金資産小計 648,280 601,785 

 評価性引当額 △ 34,803 △ 13,861 

繰延税金資産合計   613,477   587,924 

  

繰延税金負債  

    その他有価証券評価差額金 △ 1,659 △ 26,826 

  繰延税金負債合計 △ 1,659 △ 26,826 

  繰延税金資産の純額   611,818   561,097 

 

 

 

 



2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
第42期 

（平成26年3月31日） 

第43期 

（平成27年3月31日） 

 法定実効税率                     -         35.6％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 -         0.56％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 -        △0.02％ 

住民税均等割等 -         0.06％ 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 -         1.22％ 

過年度法人税等 - 0.20％ 

特定外国子会社等留保課税 - 0.46％ 

その他 -         0.08％ 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 -         38.16％ 

   （注）前事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が 

法定実効税率の100分の5以下であるため注記を省略しております。 

 

 3.法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正 

   「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）及び「地方税法等の一部を改正 

   する法律」（平成27年法律2号）が平成27年3月31日に公布され、平成27年4月1日以後に開始 

する事業年度から法定実効税率が引き下げられることとなりました。 

    これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.6％ 

   から平成27年4月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.10％に、 

   平成28年4月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.34％とな 

ります。 

    その結果、繰延税金資産の金額が97,507千円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整 

額が100,931千円、その他有価証券評価差額金が3,424千円、それぞれ増加しております。  

 

 

（セグメント情報等） 

セグメント情報 

1.  報告セグメントの概要 

    当社は、「投資・金融サービス業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

関連情報 

第42期（自 平成25年4月1日 至 平成26年3月31日） 

1. 製品及びサービスごとの情報 

                                                                                  （単位：千円） 

 投資信託委託業 投資一任業務 その他 合計 

外部顧客からの営業収益 27,766,163 3,557,574 69,161 31,392,899

 

2.  地域ごとの情報 

（1）営業収益 

     本邦の顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため記載を省略しております。 

（2）有形固定資産 

     本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、地域ごとの 

有形固定資産の記載を省略しております。 



 

3. 主要な顧客ごとの情報 

     外部顧客からの営業収益のうち、損益計算書の営業収益10％以上を占める相手先がないため、記載は省略 

しております。 

  

報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

     該当事項はありません。 

 

報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

     該当事項はありません。 

 

報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

     該当事項はありません。 

 

 

第43期（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日） 

1. 製品及びサービスごとの情報 

                                                  （単位：千円） 

 投資信託委託業 投資一任業務 その他 合計 

外部顧客からの営業収益 30,077,141 3,613,731 54,133 33,745,007

 

2. 地域ごとの情報 

（1）営業収益 

    本邦の顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため記載を省略しております。 

（2）有形固定資産 

    本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、地域ごとの 

有形固定資産の記載を省略しております。 

 

3. 主要な顧客ごとの情報 

     外部顧客からの営業収益のうち、損益計算書の営業収益10％以上を占める相手先がないため、記載は省略 

しております。 

 

報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

     該当事項はありません。 

 

報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

     該当事項はありません。 

 

報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

     該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 



(関連当事者との取引) 

第42期（自 平成25年4月1日 至 平成26年3月31日） 

  兄弟会社等 

属性 
会社等

の名称 
住所 

資本金 

(億円) 

事業の

内容又

は職業 

議決権

等の所

有割合

関連当事者 

との関係 
取引の内容

取引 

金額 

(千円) 

科目 

期末 

残高 

(千円) 

その他

の関係

会社の

子会社 

大和証

券株式

会社 

東京

都 

千代

田区 

1,000 証券業 － 

当社投資信託

に係る事務代

行の委託等 

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払※1 

5,613,672 

未払 

手数

料 

488,758

その他

の関係

会社の

子会社 

株式 

会社 

三井 

住友 

銀行 

東京

都 

千代

田区 

17,709 銀行業 － 

当社投資信託

に係る事務代

行の委託等 

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払※1 

3,142,899 

未払

手数

料 

277,360

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1 投資信託に係る事務代行手数料については、商品性格等を勘案し総合的に決定しております。 

※2 上記金額の内、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれています。 

 

第43期（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日） 

  兄弟会社等 

属性 
会社等

の名称 
住所 

資本金 

(億円) 

事業の

内容又

は職業 

議決権

等の所

有割合

関連当事者 

との関係 
取引の内容

取引 

金額 

(千円) 

科目 

期末 

残高 

(千円) 

その他

の関係

会社の

子会社 

大和証

券株式

会社 

東京

都 

千代

田区 

1,000 証券業 － 

当社投資信託

に係る事務代

行の委託等 

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払※1 

5,383,745 

未払 

手数

料 

555,261

その他

の関係

会社の

子会社 

株式 

会社 

三井 

住友 

銀行 

東京

都 

千代

田区 

17,709 銀行業 － 

当社投資信託

に係る事務代

行の委託等 

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払※1 

2,695,822 

未払

手数

料 

344,291

   取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1 投資信託に係る事務代行手数料については、商品性格等を勘案し総合的に決定しております。 

※2 上記金額の内、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれています。 

 

 

（１株当たり情報） 

 第42期 

（自 平成25年4月1日 

     至 平成26年3月31日） 

第43期 

（自 平成26年4月1日 

     至 平成27年3月31日） 

1株当たり純資産額 6,118円59銭 6,297円34銭

1株当たり当期純利益金額 913円84銭 1,072円95銭

 (注) 潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 



    1株当たりの当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 

第42期 

（自 平成25年4月1日 

     至 平成26年3月31日）

第43期 

（自 平成26年4月1日 

     至 平成27年3月31日）

 当期純利益(千円) 3,518,293 4,130,849

 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

 普通株式に係る当期純利益（千円） 3,518,293 4,130,849

 普通株式の期中平均株式数（千株） 3,850 3,850

 

 

（重要な後発事象） 

   該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（1）中間貸借対照表 （単位:千円）
 

  
         当中間会計期間 

          （平成27年9月30日） 

資産の部    

 流動資産    

現金・預金   18,778,727 

前払費用   180,159 

未収委託者報酬   3,862,059 

未収運用受託報酬   1,178,890 

未収収益   15,519 

繰延税金資産   397,139 

その他   7 

流動資産計   24,412,504 

  固定資産    

有形固定資産    

建物  ※１ 124,198 

器具備品  ※１ 78,687 

土地   710 

リース資産  ※１ 4,504 

有形固定資産計   208,100 

無形固定資産   97,084 

投資その他の資産    

投資有価証券   5,542,410 

関係会社株式   1,169,774 

従業員長期貸付金   2,556 

長期差入保証金   511,087 

出資金   82,660 

繰延税金資産   563,425 

その他   3,823 

貸倒引当金   △ 20,750 

投資その他の資産計   7,854,986 

固定資産計   8,160,171 

資産合計   32,572,675 

 



 

（単位：千円）
 

  
         当中間会計期間 

          （平成27年9月30日） 

負債の部    

  流動負債    

リース債務   2,258 

未払金    15,900 

未払手数料   1,715,666 

未払費用   1,466,192 

未払法人税等   1,432,769 

未払消費税等   278,600 

前受収益   61,768 

賞与引当金   698,700 

役員賞与引当金   51,600 

その他   21,364 

流動負債計   5,744,819 

  固定負債    

リース債務   2,529 

退職給付引当金   1,539,878 

役員退職慰労引当金   81,525 

固定負債計   1,623,933 

負債合計   7,368,752 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（単位：千円）
 

  
         当中間会計期間 

          （平成27年9月30日） 

純資産の部    

  株主資本    

   資本金   2,000,000 

   資本剰余金    

   資本準備金   156,268 

    資本剰余金合計   156,268 

利益剰余金    

   利益準備金   343,731 

   その他利益剰余金    

   別途積立金   1,100,000 

   繰越利益剰余金   21,577,173 

  利益剰余金合計   23,020,904 

   株主資本合計    25,177,173 

  評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金   26,749 

  評価・換算差額等合計   26,749 

純資産合計   25,203,922 

負債純資産合計   32,572,675 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２）中間損益計算書 （単位:千円）
 

  
       当中間会計期間 

         （自 平成27年4月1日 至 平成27年9月30日） 

  営業収益    

委託者報酬   17,123,820 

運用受託報酬   2,235,300 

その他営業収益   25,558 

営業収益計   19,384,679 

  営業費用   11,463,175 

一般管理費  ※１ 3,361,892 

営業利益   4,559,612 

  営業外収益    

受取配当金   12,059 

受取利息   1,784 

投資有価証券売却益   31,467 

為替差益   70 

雑収入   369 

営業外収益計   45,750 

  営業外費用   
 
 

投資有価証券売却損   210 

営業外費用計   210 

経常利益   4,605,152 

税引前中間純利益   4,605,152 

法人税、住民税及び事業税   1,349,880 

法人税等調整額   183,862 

法人税等合計   1,533,742 

中間純利益   3,071,410 

 

 

 

 

 

 

 

 



（３）中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自 平成27年4月1日 至 平成27年9月30日） （単位:千円）
 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金合

計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 2,000,000 156,268 156,268 343,731 1,100,000 20,569,363

当中間期変動額   

 剰余金の配当   △2,063,600

 中間純利益   3,071,410

 株主資本以外

の項目の当中

間期変動額（純

額） 

      

当中間期変動額

合計 
－ － － － － 1,007,810

当中間期末残高 2,000,000 156,268 156,268 343,731 1,100,000 21,577,173

 

 

 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
利益剰余金 

株主資本合計 
その他有価証券

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 
利益剰余金 

合計 

当期首残高 22,013,094 24,169,363 75,392 75,392 24,244,756

当中間期変動額      

 剰余金の配当 △2,063,600 △2,063,600  △2,063,600

 中間純利益 3,071,410 3,071,410  3,071,410

 株主資本以外の

項目の当中間期

変動額（純額） 

 △48,643 △48,643 △48,643

当中間期変動額合

計 
1,007,810 1,007,810 △48,643 △48,643 956,166

当中間期末残高 23,020,904 25,177,173 26,749 26,749 25,203,922

 



 注記事項 

（重要な会計方針） 

１．資産の評価基準及び評価方法 有価証券 

(1)子会社株式     …総平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

総平均法により算定） 

時価のないもの…総平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物15年～30年、器具備品3年～16年 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。 

（3）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお

ります。 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

従業員賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち当中間会

計期間の負担額を計上しております。 

（3）役員賞与引当金 

役員賞与の支払に備えるため、当事業年度における支給見込額の当

中間会計期間の負担額を計上しております。 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、社内規定に基づく当中間会計期間

末の要支給額を計上しております。これは、当社の退職金は、将来

の昇給等による給付額の変動がなく、貢献度、能力及び実績に応じ

て、各事業年度ごとに各人別に勤務費用が確定するためです。 

(5）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金規程に基づ

く当中間会計期間末の要支給額を計上しております。 

４．その他中間財務諸表作成の 

ための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

 

 



（表示方法の変更） 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間において、「流動負債」の「未払金」に含めていた「未払消費税等」は、金額的重要

性が増したため、当中間会計期間より独立掲記することとしております。 

 

 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間（平成27年9月30日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 693,700千円 

２．保証債務 

     被保証者          従業員 

     被保証債務の内容      住宅ローン 

        金額            5,050千円 

 

 

（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成27年4月1日  至 平成27年9月30日） 

※１．減価償却実施額 有形固定資産       24,973千円 

無形固定資産       25,649千円 

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成27年4月1日  至 平成27年9月30日） 

 
1.発行済株式に関する事項 
 
 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

 普通株式（千株） 3,850         －        －       3,850

 
2.配当に関する事項 
  配当金支払額  

 決議 
株式の 

種類 

配当金の 

総額（千円）

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

 
平成27年6月24日 

定時株主総会 
普通株式 2,063,600  536 平成27年3月31日平成27年6月25日

 

 

 

 

 



（金融商品関係） 

当中間会計期間（平成27年9月30日） 

金融商品の時価等に関する事項 

平成27年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。 

（（注2）をご参照ください。） 

 

（単位：千円）
 

 中間貸借対照表計上額 時価 差額 

（1）現金・預金 18,778,727 18,778,727 －

（2）未収委託者報酬 3,862,059 3,862,059 －

（3）未収運用受託報酬 1,178,890 1,178,890 －

（4）投資有価証券  

   その他有価証券 5,491,274 5,491,274 －

資産計 29,310,952 29,310,952 －

（1）未払手数料 1,715,666 1,715,666 －

（2）未払費用 ※1 1,164,735 1,164,735 －

 負債計 2,880,401 2,880,401 －

     （※1） 金融商品に該当するものを表示しております。  

      

   (注1)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

   資産 

   （1）現金・預金、（2）未収委託者報酬、及び（3）未収運用受託報酬 

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

   （4）投資有価証券 

     投資信託であり、公表されている基準価額によっております。 

また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照く

ださい。 

 

   負債 

   （1）未払手数料及び（2）未払費用 

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

 

 



   (注2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：千円） 

区分 中間貸借対照表計上額 

（1）その他有価証券  

   非上場株式 51,135

（2）子会社株式  

   非上場株式 1,169,774

（3）長期差入保証金 511,087

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時

価開示の対象としておりません。 

 

（有価証券関係） 

当中間会計期間（平成27年9月30日） 

1.子会社株式 

 子会社株式（中間貸借対照表計上額 関係会社株式 1,169,774 千円）は、市場価格がなく、時価

を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

 

2.その他有価証券 

（単位：千円） 

区    分 中間貸借対照表計上額 取得原価 差額 

中間貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの    

証券投資信託の受益証
券 2,200,178 2,058,794 141,384 

小計 2,200,178 2,058,794 141,384 

中間貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの    

証券投資信託の受益証券 3,291,095 3,393,055 △101,959 

小計 3,291,095 3,393,055 △101,959 

合計 5,491,274 5,451,849 39,425 

   （注）非上場株式（貸借対照表計上額 51,135 千円）については、市場価格がなく、時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

当中間会計期間（平成27年9月30日） 

  デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

 



（セグメント情報等） 

 セグメント情報 

 当中間会計期間（自 平成27年4月1日 至 平成27年9月30日） 

    当社は、「投資・金融サービス業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

 関連情報 

 当中間会計期間（自 平成27年4月1日 至 平成27年9月30日） 

    1.サービスごとの情報 

（単位：千円）
 

  投資信託委託業 投資一任業務 その他 合計 

外部顧客からの営業収益 17,123,820 2,235,300 25,558  19,384,679 

 

    2.地域ごとの情報 

    （1）営業収益 

本邦の顧客からの営業収益が中間損益計算書の営業収益の 90％を超えるため記載を省略してお

ります。 

    （2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の 90％を超え

るため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。 

 

 

    3.主要な顧客ごとの情報 

外部顧客からの営業収益のうち、中間損益計算書の営業収益の 10％以上を占める相手先がないた

め、記載を省略しております。 

 

 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

 当中間会計期間（自 平成27年4月1日 至 平成27年9月30日） 

     該当事項はありません。 

 

 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

 当中間会計期間（自 平成27年4月1日 至 平成27年9月30日） 

     該当事項はありません。 

 

 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

 当中間会計期間（自 平成27年4月1日 至 平成27年9月30日） 

     該当事項はありません。 

 



    

（１株当たり情報） 

１株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

項目 
当中間会計期間 

(平成27年9月30日) 

（1）１株当たり純資産額 6,546円47銭

（算定上の基礎） 

純資産の部の合計額(千円) 25,203,922

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) －

普通株式に係る中間期末の純資産額(千円) 25,203,922

1株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末の普通株式の数(千株) 3,850

 

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

 項目 

当中間会計期間 

(自 平成27年4月１日

至 平成27年9月30日)

（2）１株当たり中間純利益金額 797円77銭

（算定上の基礎）  

中間純利益金額(千円) 3,071,410

普通株式に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る中間純利益金額(千円) 3,071,410

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,850

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在しないため、記載し

ておりません。 

 

 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

 

 

公開日    平成２７年１２月２５日 

作成基準日  平成２７年１２月１１日 

 

本店所在地  東京都千代田区霞が関３－２－１ 

お問い合わせ先          経営企画部  

 



独立監査人の監査報告書 
 

平成 27 年６月 12 日 

大和住銀投信投資顧問株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 飯 田 浩 司  印 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 久 野 佳 樹  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経

理状況」に掲げられている大和住銀投信投資顧問株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの

第43期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針

及びその他の注記について監査を行った。 

 

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて

選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表

の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが

含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、大和住銀投信投資顧問株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

 

 

(注１) 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

(注２) XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 



 

独立監査人の中間監査報告書 
 

平成 27 年 12 月 11 日 

大和住銀投信投資顧問株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 飯 田 浩 司  印 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 梅 津   広  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理

状況」に掲げられている大和住銀投信投資顧問株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第44

期事業年度の中間会計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中

間監査を行った。 

 

中間財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務

諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含

まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠

して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な

情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るため

に、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。 

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監

査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤

謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す

るためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立

案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、

経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸

表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

中間監査意見 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、大和住銀投信投資顧問株式会社の平成27年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 



 

 

 

 

(注１) 上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

(注２) XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。 
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